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　 姶良地区医師会等と の連携により 、一次救急医療については、休日在宅当番医制※4や夜

間救急診療の実施、二次救急医療については、病院群輪番制※5や循環器・ 脳外科救急輪番

制の整備・ 支援を 行う など 、夜間・ 休日における診療の充実を図っ てき まし たが、高齢化

等に伴う 医療需要の増加に対応するため、更なる体制強化を図る必要があり ます。

　 また、市立医師会医療セン タ ーは、施設の老朽化や様々な医療ニーズなど への対応を

踏まえ、抜本的な整備を 行う 必要があり 、保健セン タ ーについても 、施設の老朽化や狭隘

化等に伴い、市民の利便性が低下し ている こ と から 、新たな拠点施設の整備を 検討する

必要があり ます。

　 健康づく り については、市民が、自分にあっ た健康づく り や食生活など の正し い生活

習慣を 習得する と と も に、日ご ろ から 健康管理や疾病予防等について相談でき る、かか

り つけ医・ かかり つけ歯科医・ かかり つけ薬局を 決める こ と が重要です。また、生活習

慣病※7やこ こ ろ の病気が増加し ている こ と から 、生活習慣病の発症・ 重症化の予防のた

めの健康支援、 こ こ ろ の病気へのサポート が必要と さ れており 、特に、重大な合併症を

引き 起こ すおそれのある糖尿病への対策が重要です。

※1   一次救急医療  ／  入院を 必要と し ない救急患者への医療。

※2   二次救急医療  ／  入院治療や手術を 必要と する重症の救急患者への医療。

※3   特定保健指導  ／  生活習慣病をより 効果的に予防する目的で 、4 0 ～7 4 歳の人を対象に、健診でメ タ ボリ ッ ク シンド ローム
を 中心にチェ ッ ク し 、生活習慣病発病の危険度によ り 対象者を グループ分けし て、危険度に合わせて、受診者自ら が生活習慣を 変
えていけるよう 支援、保健指導を 行う こ と 。

※4   休日在宅当番医制  ／  日曜日や祝日、年末年始の昼間に、市内の医療機関の協力のも と 、当番制で診療を 行う こ と 。

※5   病院群輪番制  ／  地域内の複数の病院が、連携し て輪番制により 、休日及び夜間における診療体制の確保を図るも の。

※6   狭隘  ／  面積などが狭く ゆと り がないこ と 。

※7   生活習慣病  ／  特に食生活、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの習慣が、発病や病気の進行に深く 関与し ている病気。脳卒中、
がん、心臓病、糖尿病、高血圧、高脂血症などがある。

施策

健康づく り の推進と 医療体制
の充実

3-1

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 姶良地区医師会等の関係機関と 連携し 、一次救急医療 ※1及び二次救急医療※2

体制の更なる充実を図り ます。

　 また、市立医師会医療センタ ーの施設整備や機能の充実に努めると と も に 、市

民の健康づく り や子育て支援の新たな拠点と なる 多機能・ 複合的な保健セン

タ ーの整備を目指し ます。

　 さ ら に、市民の主体的な健康づく り を推進すると と も に、疾病の早期発見や特

定保健指導※3等による重症化予防、 こ こ ろ の健康づく り に努めます。

※6
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成 果 指 標

健康きり し ま２１（ 第３ 次）

国民健康保険保健事業実施計画

健康増進課

保険年金課

2 0 1 8 -2 0 2 2

2 0 1 8 -2 0 2 3

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

健康づく り の支援や医療体制が

充実し ていると 感じ る市民の割合A

心身共に健康であると 感じ ている

市民の割合B

人工透析の新規導入者数

（ 人口1 0 万人あたり ）C

予防接種率D

自殺死亡率（ 人口1 0 万人あたり ）E

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

67.4
6 8 .3

6 5 .6
6 6 .3

6 4 .8

2 015

6 0 .0

5 5 .0

6 5 .0

7 0 .0

7 5 .0

2 0 16 2 0172 0142 013

（ % ）

心身共に健康であると 感じ ている市民の割合

54.6%

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

52.1%

（ 2017）

65.6%

（ 2017）
73.4%

94.3%

（ 2016）

15.8
（ 2016）

14.3

95.5%

14.1

15.1
（ 2016）

■ 関連データ
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施策

健康づく り の推進と 医療体制の充実3-1

　 高齢化に伴う 医療需要の増加等に対応する ため、姶良地区医師会等の関係機関と 連

携し 、夜間・ 休日における二次救急医療※8体制の更なる強化を 図ると と も に、深夜帯※9

における一次救急医療※10 体制の整備について検討を 行います。

　 また、医療ニーズへの的確な対応ができ る よ う 、市立医師会医療セン タ ーの施設整

備や機能充実に努める と と も に、市民の健康づく り 、子育て支援の拠点と し て、乳児か

ら 高齢者まで幅広い保健サービ スを 提供でき 、保健・ 福祉等の連携が図ら れる多機能・

複合的な保健センタ ーの整備を 目指し ます。

安全・ 安心な医療体制の充実と 健康づく り 拠点の整備1.

　 市民の健康意識の向上や知識の普及のために、健康相談・ 健康教育・ 市民健康講座

等を 継続的に実施する と と も に、健康運動普及推進員※11 や食生活改善推進員※12 等の

健康づく り 協力団体と 連携し て、運動習慣やバラ ン スの良い食生活、食育※13 等の普及

啓発に努めます。

　 また、生活習慣病※14 の発症・ 重症化の予防のため、特定保健指導※15 や早期受診勧奨

等を 行う と と も に、糖尿病についてはCKD （ 慢性腎臓病）予防ネッ ト ワーク ※16の推進

を 図り ます。

　 さ ら に、誰も が自殺に追い込まれる こ と のない社会の実現を 図る ため、市民の理解

を 深め、関係機関と 連携し た総合的な対策に取り 組みます。

市民の健康意識の向上と 健康管理の充実2.

※8   二次救急医療  ／  入院治療や手術を 必要と する重症の救急患者への医療。

※9   深夜帯  ／  平日の午後1 1 時～翌朝、土日祝日の午後1 0 時～翌朝のこ と 。

※1 0   一次救急医療  ／  入院を 必要と し ない救急患者への医療。

※1 1   健康運動普及推進員  ／  健康体操の普及など、地域に入り 、健康づく り に関するボラ ンティ アを 行う 方。

※1 2   食生活改善推進員  ／  栄養・ 食生活のアド バイ スなど、地域に入り 、健康づく り に関するボラ ンティ アを 行う 方。

※1 3   食育  ／  様々な経験を通じ て、食に関する知識と 食を 選択する力を 持ち、健全な食生活を実践でき る人間性を 育てるこ と 。

※1 4   生活習慣病  ／  特に食生活、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの習慣が、発病や病気の進行に深く 関与し ている病気。脳卒中、
がん、心臓病、糖尿病、高血圧、高脂血症などがある。

※1 5   特定保健指導  ／  生活習慣病を より 効果的に予防する目的で、 4 0 ～ 7 4 歳の人を 対象に、特定健診でメ タ ボリ ッ ク シンド
ロームを 中心にチェ ッ ク し 、生活習慣病発病の危険度により 対象者を グループ分けし て、危険度に合わせて、受診者自ら が生活習
慣を 変えていけるよう 支援、保健指導を 行う こ と 。

※1 6   CKD（ 慢性腎臓病）予防ネッ ト ワーク   ／  市が特定健診等の結果を 基に腎臓の異常等が発見さ れた方を 受診推奨し 、受診
さ れた方を かかり つけ医と 腎臓専門医が連携し て診療し 、 CKD（ 慢性腎臓病）の早期発見、重症化予防を 図っ ていく 体制。

施策の目標達成のための基本事業
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▶

▶

▶

幼少期から食育に取り 組みましょ う 。

定期的な健診の受診や食生活・ 運動習慣の見直し を 通じ 、健康づく り に努め

ましょ う 。

かかり つけ医等を 決め、生涯にわたって自分の健康管理を 行いましょ う 。

▶ 地域の健康づく り 活動を 推進するために、行政と 連携し 住民の健康づく

り を支援し ましょ う 。

事業所の労働安全衛生管理体制を 整え、従業者の健診や健康教育を 実

施し 、生活習慣病などの予防に努めましょ う 。

▶

市民

地域

事業者等

産前産後乗り 切り 講座の様子

健康運動普及推進員によ る健康づく り

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り
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　 出産年齢の高齢化や子育て世代の転入者の増加等に伴い、妊娠・ 出産への不安や負

担を 抱えていたり 、身近に頼れる 人がいない中で子育てを し ている 市民が増加し てい

ます。

　 そのため、関係機関と 連携し て、産後ケア※1体制の充実を 図り 、育児支援を 必要と す

る 家庭に対し て、切れ目のない支援ができ る よう 、子育て世代包括支援セン タ ー※2の機

能を 強化する と と も に、子育て期における 仲間づく り や地域での見守り 等、地域全体

で子育てを 支援し ていく 必要があり ます。

　 また、年次的に保育所等の整備を 行い、利用定数の拡充を 図っ ていますが、共働き 家

庭の増加等に伴い、今後、更なる 保育ニーズの増大・ 多様化が予想さ れます。そのため、

今後も 引き 続き 、民間保育所等と 連携し 、施設整備を 行う と と も に、 フ ァ ミ リ ー・ サ

ポート ・ セン タ ー※3の機能強化を 図る など、多様な保育サービ スを 展開し ていく 必要

があり ます。

　 さ ら に、子育てに要する 経済的負担が大き いこ と から 、医療費の助成制度など の充

実に努める と と も に、特に、 ひと り 親家庭については、経済的支援のほか、就業支援に

努める 必要があり ます。

※1   産後ケア  ／  出産後の母親の身体の回復や、心の安定を 図るケアと 同時に授乳や沐浴などの育児指導を 行う など良好な母子
の愛着形成のための支援。

※2   子育て世代包括支援センタ ー  ／  妊娠期から 子育て期にわたるまでの様々なニーズに対し て切れ目なく 総合的相談支援を
提供するワンスト ッ プ拠点。

※3   フ ァ ミ リ ー・ サポート ・ センタ ー  ／  子育ての援助をお願いし たい人(依頼会員)と 、援助を し たい人(提供会員)と の相互援
助活動を行う 会員組織。

施策

安心し て子どもを産み育てられる
環境の充実

3-2

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 関係機関と の連携を強化し 、妊娠期から 乳幼児期まで、切れ目のない支援体制

を構築するよう 努めます。

　 また、若い世代に「 霧島市に住みたい、霧島市で子育てをし たい」と 感じ ても ら

えるよう に子育てに幸せや楽し さ を実感でき る環境整備に努めます。
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※4   合計特殊出生率  ／  ひと り の女性が一生の間に出産する子ども の平均人数を 推定する値で、 1 5  歳から  4 9  歳までの女性の
出生率を合計し たも の。人口統計上の指標と し て将来の人口予測などに用いら れている。
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政
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成 果 指 標

子ども・ 子育て支援事業計画

健康きり し ま２１（ 第３ 次）

子育て支援課

健康増進課

2 0 15 -2 0 19

2 0 1 8 -2 0 2 2

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

妊娠・ 出産について満足し ている

市民の割合

1 8 歳以下の児童数（ 3 月3 1 日現在/年）

乳幼児健診受診率

合計特殊出生率※4

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

1 .7 2 1 .7 8
1 .6 5

1 .7 51 .7 8

2 014

0 .5

0

1 .0

1 .5

2 .0

2 015 2 0162 0132 012

（ % ）

合計特殊出生率

85.0%

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

80.1%

（ 2016）

24,083人

（ 2016）
24,500人

1.65
（ 2016）

96.7%

1.84

96.1%

（ 2016）

A

B

C

D

■ 関連データ
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施策

安心して子ども を産み育てら れる環境の充実3-2

　 安心し て妊娠・ 出産や子育てができ る よ う 、妊婦や乳幼児を 対象と し た健康診査・

健康相談・ 訪問指導、特定不妊治療※5等への支援、産後ケア ※6などの支援体制の充実

を 図り ます。

　 また、地域子育て支援セン タ ーの機能充実や周知広報に努めると と も に、「 霧島市こ

ども センタ ー」を 核と し て、各地区の子育て支援セン タ ーと の連携を 強化し ます。

妊娠期から 乳幼児期までの切れ目のない支援の充実1.

　 親子で楽し める遊びや学びの場を 提供する と と も に、子育て情報の提供や保護者同

士のつながり への支援、関係機関と の連携・ 情報の共有等、地域全体で子育てを 支援

する 環境づく り を 推進し ます。

　 また、勤労形態の多様化等に伴う 様々な保育ニーズに対応する ため、関係機関と 連

携し 、一時預かり 、延長保育、病児・ 病後児保育※7など保育サービスの充実に努めます。

さ ら に、待機児童等の状況や生活圏・ 就労圏など の地域性を 考慮し 、保育所、幼稚園、

認定こ ども 園※8、放課後児童ク ラ ブ ※9  等の子育て環境の充実に努めます。

多様なニーズに応じ た子育て環境の充実2.

　 子育て家庭に対する 児童手当・ 子ども 医療費助成などを 継続的に実施する と と も

に、効果的でニーズに即し た支援策を 講じ る こ と によ り 、子ども を 産み育てる ために

必要な経済的負担の軽減に努めます。

　 また、ひと り 親家庭の生活安定や自立を 促進する ため、関係機関と 連携し た就労支

援や資格取得のための支援を 行います。

子育てに関する負担軽減の推進3.

※5   特定不妊治療  ／  医療保険が適用さ れない体外受精及び顕微授精による不妊治療。

※6   産後ケア  ／  出産後の母親の身体の回復や、心の安定を図るケアと 同時に授乳や沐浴などの育児指導を行う など良好な母子
の愛着形成のための支援。

※7   病児・ 病後児保育  ／  児童が病気あるいは病気回復期において、保護者が家庭で保育を 行う こ と ができ ない期間内、一時的
に施設で保育する制度。

※8   認定こ ども 園  ／  就学前の子ども に対する教育及び保育を 一体的に提供する機能と 、地域における子育て支援を 行う 機能の
役割を併せ持つ都道府県に認可さ れた施設。

※9   放課後児童ク ラ ブ  ／  保護者の就労などにより 、放課後の家庭保育が困難な小学生に対し 、適切な遊びや生活の場を 与える
こ と 。

施策の目標達成のための基本事業
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▶

▶

市民
一人ひとり を尊重し 、家族みんなで協力し ながら 、子ども の養育、教育を 行い

ましょ う 。

子どもと 向きあい、子どもが心身ともに安らぐよう な家庭づく りに努めましょ う 。

▶ 地域全体で 子育て世帯が安心して暮ら せる 環境づく り を 進め、交流の機

会を増やし ましょ う 。

地域

▶ 従業員が家庭で子ども と のかかわり を深めら れるよう 配慮し ましょ う 。

事業者

放課後児童ク ラ ブで遊ぶ子ども たち

子育てサロン（ こ ども センタ ー）

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り
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　 2 0 2 5 年には、いわゆる「 団塊の世代※1」がすべて後期高齢者と なり 、高齢化に伴う 医

療や介護の需要が更に増加する こ と が見込まれている ため、国は病院・ 施設から 在宅

生活の継続に向かっ て制度体制を 整えつつあり 、2 0 1 6（ 平成2 8 ）年度に都道府県単位

で策定さ れた地域医療構想※2によ り 、入院から 在宅復帰への流れがいっ そう 促進さ れ

る こ と と なり ます。他方、在宅生活の継続にあたっ て不可欠な地域の互助力は低下し

つつあり 、コ ミ ュ ニティ ー※3の基本と なる 地域住民が顔を 合わせる 場が不足し ている

状況です。

　 また、若年労働者の不足や女性の社会進出、定年延長などに伴い、6 5 歳以上の元気高

齢者について、支える 側、いわゆる「 担い手」と し ての役割が期待さ れていますが、「 高

齢者はサービ スを 受ける 側」と いう 認識も まだまだ残っ ている状況です。

　 そのため、高齢者が、地域社会の中で自ら の知識や経験を 生かし て 、共に支え合う 社

会づく り のための役割を 担いながら 、可能な限り 住み慣れた地域で暮ら し 続ける こ と

ができ る よ う 、住まい・ 医療・ 介護・ 予防・ 生活支援が一体的に提供さ れる 地域包括

ケアシステムの構築を 加速する必要があり ます。

※1   団塊の世代  ／  第二次世界大戦直後、 1 9 4 7 （ 昭和2 2 ）年から  1 9 4 9 （ 昭和2 4 ）年にかけての第一次ベビーブームで生まれ
た世代。

※2   地域医療構想  ／  2 0 1 4 （ 平成2 6 ）年に成立し た医療介護総合確保推進法によっ て都道府県の策定を 義務化。限ら れた医療
資源を 効率的に活用し 、切れ目のない医療・ 介護サービスの体制を 築く 目的で、将来の医療需要と 病床の必要数を 推計し 、地域の
実情に応じ た方向性を 定めるも の。

※3   コ ミ ュ ニティ ー  ／  居住地域を同じ く し 、利害をと も にする共同社会。町村・ 都市・ 地方など、生産・ 自治・ 風俗・ 習慣など
で深い結びつき をも つ共同体。

施策

住み慣れた地域で暮ら し 続ける
ための地域包括ケアの推進

3-3

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 住民主体の通いの場を 基本と し て介護予防事業を 展開すると と も に、高齢者

自身が生活支援の担い手と し て活躍でき るよ う 、ボラ ン ティ ア活動等の取組を

推進し ます。

　 また、高齢者が住み慣れた地域で自分ら し い暮ら し を 人生の最期まで続ける

こ と ができ るよう 、地域包括ケアシステムの構築を推進し ます。
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成 果 指 標

すこやか支え合いプラン2 018

第２ 次障がい者計画

第５ 期障害福祉計画

長寿・ 障害福祉課

長寿・ 障害福祉課

長寿・ 障害福祉課

2 0 1 8 -2 0 2 0

2 0 1 8 -2 0 2 6

2 0 1 8 -2 0 2 0

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

心配事や愚痴を 聞いてく れる人が

「 近隣」にいる高齢者の割合A

地域のつながり がある と 感じ ている

高齢者の割合B

生き がいを 十分・ 多少感じ ている

高齢者の割合C

自宅における死亡数の死亡総数に占める

割合D

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

8 .3 8 .3

9 .0

7.6

9 .09 .0

2 014

7.5

7.0

8 .0

8 .5

9 .0

2 0 15 2 0162 0132 012

（ % ）

鹿児島県

霧島市

自宅における死亡数の死亡総数に占める割合

21.0%

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

17.3%

（ 2016）

63.6%

（ 2016）
68.0%

7.6%

（ 2016）

75.0%

9.0%

71.4%

（ 2016）

■ 関連データ
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施策

住み慣れた地域で暮らし 続けるための地域包括ケアの推進3-3

　 住民主体の通いの場の充実を 図る と と も に、理学療法士※4や作業療法士※5などの専

門職を 生かし た自立支援に資する 取組等によ り 介護予防事業を 推進し ます。

　 また、高齢者がこ れまでに培っ た知識と 経験を 生かし 、生き 生き と 日々の生活を 送

り 、さ ら に、生活支援の担い手と し て活躍でき るよ う 、地域活動やボラ ン ティ アの促進

などに取り 組みます。

介護予防の推進と 高齢者の生き がいづく り の充実1.

　 高齢者が可能な限り 、望む場所（ 自宅や施設など）で生活でき る環境づく り を 進める

と と も に、地域のニーズに応じ た有料老人ホームやサービ ス付き 高齢者向け住宅等の

適切な供給によ り 、住み慣れた地域で「 住み替え」が促進さ れる環境を 確保し ます。

　 また、それ以外の施設についても 適切に施設が確保さ れる よ う 、計画的な施設整備

の調整等を 行います。

　 さ ら に、市立の養護老人ホームについては、入所者の福祉の向上を 目的と し た民営

化を 進めます。

高齢者の居住の安定の確保3.

　 団塊の世代※6 が後期高齢者と なる 2 0 2 5 年へ向けて、姶良地区医師会などの協力を

得ながら 在宅医療・ 介護連携を 進めます。

　 また、地域包括支援セン タ ー※7 を 中心に、地域包括ケア・ ラ イ フ サポート ワーカ ー※8

と の連携による 身近な相談体制の構築を 進めると と も に、地域住民の自主的な通いの

場の創出や住民互助の取組を 支援し 、各種団体や地域住民の提供する 行政サービ ス以

外のサービ スの普及促進を 図り ます。

　 さ ら に、認知症等SO Sネッ ト ワーク ※9の構築などの取組によ り 、認知症になっ ても

安心し て暮ら せるまち づく り を 進めます。

高齢者の在宅生活を支えるサービスの充実2.

※4   理学療法士  ／  加齢、事故などによる身体機能障害から の回復目的のト レ ーニングを行わせたり 、脳卒中での後遺症が残っ
た者、運動能力発達の遅れがみら れる 新生児ら 、循環器・ 呼吸器・ 内科・ 難病疾病などの身体的な障害のある人に対し て、医師の
指示の下その基本的動作能力の回復を 図るこ と を 目的に、運動療法や物理療法を 行わせる者。 　

※5   作業療法士  ／  主に理学療法のリ ハビリ で基本動作が回復し た患者に対し て行われ、日常生活をスムーズに送るための複合
的動作を可能と する訓練を行う 者。

※6   団塊の世代  ／  第二次世界大戦直後、 1 9 4 7 （ 昭和2 2 ）年から  1 9 4 9 （ 昭和2 4 ）年にかけての第一次ベビーブームで生まれ
た世代。

※7   地域包括支援センタ ー  ／  地域にある様々な社会資源を 利用し 、高齢者の生活を 総合的に支えていく ための拠点。保健師、社
会福祉士、主任ケアマネージャ ー等が中心と なり 、介護予防に関する ケアマネジメ ント を はじ めと し た高齢者やその家族等への
総合的な支援を 行う 。

※8   地域包括ケア・ ラ イ フ サポート ワーカ ー  ／  地域包括ケアシステムの構築に向けて、養成を 行っ ている市独自の認定資格。
地域の身近な相談窓口と し て、地域生活の支援を 行う 。

※9   認知症等SO Sネッ ト ワーク   ／  認知症の方に対し 、地域の関係機関や住民が協力し 、見守り 等の支援を 行う 仕組み。

施策の目標達成のための基本事業
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　 地域包括ケアシステムの構築に向けて、自治会等の既存のコ ミ ュ ニティ ー※1 0はも と よ

り 、民生委員、在宅福祉ア ド バイ ザー ※1 1を はじ めと する 地域のボラ ン テ ィ ア やN PO ※1 2、

ボラ ン ティ ア団体、民間事業者等の地域の様々な活動主体と のネッ ト ワーク を 強化し ます。

　 ま た、 ボラ ン テ ィ ア 活動のう ち 、特に地域における 支え 合いを 促進する ため、ボラ ン

ティ ア養成体制の強化を 図り ます。

住民参加と 互いに支えあう 地域福祉の推進4.

▶

▶

健康づく り や生き がいづく り に努めると と も に、地域社会の一員として、地域

活動やボランティ ア活動などに取り 組みましょ う 。

近隣高齢者等に思いやり を 持って接し 、声かけなどを 行いましょ う 。

▶ 相互扶助としての見守り 活動や、住民主体の通いの場の創出、その他介護

予防に資する活動などの地域活動に取り 組みましょ う 。

▶ 医療・ 福祉の関係機関は、高齢者が地域での自立し た生活を 送れるよう

に、互いに連携し ながらサービス等の提供を 行いましょ う 。

▶ 社会福祉協議会は、地域福祉の育成、ボランティ アの育成に努めましょ う 。

市民

地域

団体等

事業者

※1 0   コ ミ ュ ニティ ー  ／  居住地域を 同じ く し 、利害を と も にする共同社会。町村・ 都市・ 地方など、生産・ 自治・ 風俗・ 習慣な
どで深い結びつき を も つ共同体。

※1 1   在宅福祉アド バイ ザー  ／  ひと り 暮ら し や寝たき り の高齢者、障がい者など援護を必要と する人々に対し 声かけ・ 安否確
認などの見守り 活動や在宅福祉サービスに関する情報提供などをする人。

※1 2   N PO   ／  非営利活動法人（ N o n  Pro f it O rg an iza tio n の略称）。ボラ ンティ ア活動などの社会貢献活動を 行う 、営利を 目的
と し ない団体を指す。

健康福祉まつり「 ハッ ピ ーやすら ン ド 」 民生委員の活動

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り
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　 本市は、出前講座※2 等を 通じ 、障害のある 人に対する 理解不足や誤解から 生じ る 差

別・ 偏見の解消を 図っ てき まし たが、アン ケート 調査によ る と 、差別や偏見がある と

感じ ている 方の割合は依然と し て高く 、障害のある 人に対する 市民の理解は深まっ て

いると は言えません。

　 そのため、障害のある 人が地域で安心し て暮ら せる よ う 、障害の特性に応じ た福祉

サービスの充実を図ると と も に、メ ディ ア※3の活用を通じ て、ノ ーマラ イゼーショ ン※4の

理念を 広く 市民に周知し 、地域の一員と し て日常生活を 過ごし 、社会活動や経済活動

等に参加でき る共生社会の実現に向けた取組を 進める必要があり ます。

　 また、本市は、こ ど も 発達サポート セン タ ー「 あゆみ」において、発達相談事業や発

達外来事業等を 実施し ていますが、発達障害※5に関する理解や関心の高まり に加え、定

期的な診療体制ではないこ と や、医師を 含めた専門職が不足し ている こ と から 待機期

間が発生し ている 状況です。そのため、専門職の確保等によ り 、体制の充実を 図る 必要

があり ます。

　 さ ら に、障害のある 人の権利を 守る と と も に、自立支援等の観点から 、一人ひと り に

応じ た、地域生活支援や就労支援を 進める必要があり ます。

※1   共生社会  ／  こ れまで必ずし も 十分に社会参加でき るよう な環境になかっ た障がい者等が、積極的に参加・ 貢献し ていく こ
と ができ る社会。

※2   出前講座  ／  市職員が地域等に出向き 、市民を 対象に市政等に関する理解を 深めるために行う 講座。

※3   メ ディ ア  ／  新聞、雑誌、 テレビ、 ラ ジオなどの媒体。

※4   ノ ーマラ イ ゼーショ ン  ／  障がい者や高齢者を隔離せず、 すべての人が共に生活できるよう にするのが当然だと する考え方。

※5   発達障害  ／  ASD（ 自閉症スペク ト ラ ム・ アスペルガー症候群）、 ADH D（ 注意欠如多動性障害）、 LD（ 学習障害）の大き
く ３ つに分けら れ、 いずれも 脳機能に関係する障害・ 特性。

施策

共生社会実現に向けた 
障がい児（ 者)の支援

3-4

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 障がい児（ 者）の成長の段階に応じ た療育・ 就労・ 生活支援サービス等の提供

体制を構築し 、地域の中で日常生活を過ごし 、社会活動や経済活動等に参加でき

る共生社会※1の実現を目指し ます。
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※6   困り 感  ／  嫌な思いや苦し い思いを し ながら も 、 それを 自分だけではう まく 解決でき ず、 どう し てよいか分から ない状態
にあると き に、本人自身が抱く 感覚。

※7   障害児通所支援  ／  児童発達支援セン タ ー等に障がい児を 保護者のも と から 通わせて、日常生活における基本的動作の指
導、独立自活に必要な知識技能の付与又は集団生活への適応のための訓練を 提供するこ と を 目的と し た事業。

4 

共
生
社
会
実
現
に
向
け
た
障
が
い
児
（
者
）
の
支
援

政
策
３

成 果 指 標

第２ 次障がい者計画

第５ 期障害福祉計画

第１ 期障がい児福祉計画

長寿・ 障害福祉課

長寿・ 障害福祉課

長寿・ 障害福祉課

2 0 1 8 -2 0 2 6

2 0 1 8 -2 0 2 0

2 0 1 8 -2 0 2 0

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

日頃の悩みや困り 感※6を 行政や

相談支援事業所に相談する割合A

障害があるこ と で嫌な思いを し たこ と があ

る障がい者の割合B

障害福祉サービスを 受けている障害のある

方の実人数C

障害児通所支援※7を 利用し ている

子ども の数D

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

8 ,12 3 8 ,2 3 6 8 ,2 74

6 ,5 8 8

7,6 5 3

2 014

6 ,0 0 0

5 ,0 0 0

7,0 0 0

8 ,0 0 0

9 ,0 0 0

2 015 2 016 2 0172 013

（ 人）

障害者手帳所持者数

35.0%

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

10.3%

（ 2017）

40.3%

（ 2017）
20.0%

771人

（ 2016）

1,700人

1,070人

1,496人

（ 2016）

■ 関連データ
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共生社会実現に向けた障がい児（ 者）の支援3-4

　 障害や障害のある人に対する市民の正し い理解を 深め、障害のある人への心配り や

手助けなどを 推進し ます。

　 また、障害のある 人が尊厳を 持ち、安心し て社会生活が営める よ う 、障害の特性や

ニーズを 踏まえた福祉サービスを 提供し ます。

　 さ ら に、地域の相談支援の拠点と し て総合的な相談受付や情報提供など を 行う「 基

幹相談支援セン タ ー」の設置を 目指し ます。

障害福祉サービスの提供体制の充実1.

　 学校等と 連携し 、障害のある子ども 一人ひと り に応じ た特別支援教育※8の更なる充

実を 図り ます。

　 また、療育の必要な子ども の成長に応じ て、児童発達支援※9・ 放課後等デイ サービ

ス※10 等の円滑な活用や相談体制の強化に努めます。

　 さ ら に、こ ども 発達サポート セン タ ー「 あゆみ」の相談支援体制の充実に努め、関係

機関と 連携し 、発達障害※11 の早期発見から 早期療育への迅速な対応を 図り ます。

障がい児の支援体制の充実3.

　 障害のある人が地域で自立し た生活を 営めるよ う 、幼少期から 高齢期に到るまで必

要な支援を 行います。

　 そのため、身近に相談でき る体制や住まいの確保などを はじ めと する福祉サービス

の充実を 図る と と も に、民間任意団体によ る サービ スの提供など、地域全体で障害の

ある 人を 支える 基盤整備を 促進し ます。

障がい者の自立及び社会参加の促進2.

　 障害のある 人の主体的な選択と 決定の下、地域で暮ら すために必要な支援を 行います。

　 また、成年後見セン タ ーの利用促進を 通じ 、認知症、知的障害及び精神障害等によ り

判断能力が十分でない人の利益や財産の保護に努めます。

尊厳ある暮らし を支える仕組みづく り4.

※8   特別支援教育  ／  障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援すると いう 視点に立ち、幼児児童
生徒一人ひと り の教育的ニーズを 把握し 、 その持てる 力を 高め、生活や学習上の困難を 改善又は克服する ため、適切な指導及び
必要な支援を 行う も の。

※9   児童発達支援  ／  未就学児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練を 行う も の。

※1 0   放課後等デイ サービス  ／  就学児に、授業の終了後又は夏休みなどの休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会
と の交流を 行う も の。

※1 1   発達障害  ／  ASD（ 自閉症スペク ト ラ ム・ アスペルガー症候群）、 ADH D（ 注意欠如多動性障害）、 LD（ 学習障害）の大
き く ３ つに分けら れ、 いずれも 脳機能に関係する障害・ 特性。

施策の目標達成のための基本事業
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共
生
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会
実
現
に
向
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た
障
が
い
児
（
者
）
の
支
援

政
策
３

▶

▶

▶

市民
障害の特性等や、障害のある人に対する理解を深めまし ょ う 。

地域でのイベント 等の企画や運営、参加を 通じ て、障害のある人と の交流を

深めましょ う 。

障害のある人と 地域で共に支え合い、生活できるよう 必要に応じ て支援し ま

しょ う 。

▶

▶

障害のある人の雇用に積極的に取り 組み、働きやすい環境をつく りましょ う 。

医療・ 福祉の関係機関は、障害のある人が地域で尊厳を もって暮ら せるよ

う 、互いに連携し ながらサービスを 提供し ましょ う 。

事業者

手話で伝える キモチ 誰も が暮ら し やすい未来を 考える

イ ベン ト「 し あわせ物産館」

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り



92

　 本市の生活保護受給者は、年々増加傾向にある こ と から 、生活保護者の自立に向け

た支援など、 き め細かな対応を 行う と と も に、生活保護費の適正な給付に努める 必要

があり ます。

　 生活保護に至る 前の段階にある 生活困窮者については、相談支援や住居確保支援等

に取り 組むと と も に、経済的な問題のみなら ず、複合的な課題に対し 、包括的・ 継続的

に支援でき る 体制を 構築し 、経済的・ 社会的な自立を 促進する必要があり ます。

　 また、少子高齢化や人口減少の進行、医療の高度化など 、社会保障を 取り 巻く 環境が

大き く 変化する 中、将来的な社会保障制度運営に与える 影響が懸念さ れています。本

市においても 、医療保険と 介護保険の給付費が増加傾向にある こ と から 、給付費の適

正化を 推進し ていく 必要があり ます。

　 さ ら に、国民年金制度は老後の生活安定に欠かせない社会保障制度である こ と か

ら 、制度に対する 理解を 深めても ら う ための取組を 行う こ と によ り 、市民の年金受給

権の確保に努める 必要があり ます。

施策

社会保障制度の円滑な運営3-5

施策の現状と 課題

施策で目指す姿

　 生活に課題を抱える人又は世帯が、必要な支援を 受けながら 、自立し 安定し

た生活を送るこ と ができる体制を構築し ます。

　 また、医療保険制度や介護保険制度については、給付の適正化に取り 組み、関

係機関と 連携し て、制度の安定的な運営に努めます。
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政
策
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成 果 指 標

※1   第1 号被保険者  ／  6 5 歳以上の人。

国民健康保険保健事業実施計画

すこやか支え合いプラン2 018

保険年金課

長寿・ 障害福祉課

2 0 1 8 -2 0 2 3

2 0 1 8 -2 0 2 0

08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 2827計画 期間（ 西暦）個別計画名 担当課

関 連
個別計画

政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

¥¥

¥¥

国民健康保険の被保険者一人当たり の

医療諸費A

人口（ 推計人口） 1 ,0 0 0 人当たり の

生活保護受給者数B

介護保険第1 号被保険者※1一人当たり の給付

月額の全国平均と の比較（ 本市平均− 全国平均）C

就労等により 自立し た生活保護世帯数D

成果指標

減少の抑制を
目指します

増加の抑制を
目指します

更なる減少を
目指します

更なる増加を
目指します

13 .0 5
13 .3 8

13 .9 5

13 .0 4
12 .8 1

2 014

12 .0

10 .0

13 .0

11 .0

14 .0

15 .0

16 .0

2 0 15 2 0162 0132 012

（ 人）

人口（ 推計人口） 1 ,0 0 0 人当たり の生活保護受給者数

497,000円¥¥

¥¥

現状値
（ 年・ 年度）

目標値
（ 2022年・ 年度）

440,737円
（ 2016）

14.0人

（ 2016）
15.7人

27世帯

（ 2016）

1,300円

50世帯

1,737円

（ 2016）

■ 関連データ
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施策

社会保障制度の円滑な運営3-5

　 生活保護受給者に対する 必要かつ適切な支援を 行い、就労による 早期の自立を 促進

する と と も に、日常的・ 社会的自立ができ る よ う 、関係機関と 連携し 、 き め細やかな

相談・ 支援体制の充実を 図り ます。

　 また、生活困窮者自立支援法に基づき 、生活保護に至る 前の生活困窮者に対し て、自

立相談支援、就労支援及び住居確保支援に取り 組むと と も に、複合的な課題に対し 、包

括的・ 継続的に支援でき る 体制の構築に努めます。

生活困窮者等への支援1.

　 介護保険制度の安定的な運営を 図る ため、要介護高齢者数の推移や介護サービ ス供

給見込量等を 把握し 、介護保険料を 適切に設定する と と も に、要介護認定の適正化を

進めます。

　 また、介護サービスの質の向上を 図るために、 サービス事業所に対する指定・ 指導

体制を 強化する と と も に、多職種で構成する 地域ケア会議の開催等を 通じ 、介護給付

費の適正化を 図り ます。

介護保険制度の円滑な運営3.

　 市民の健康に対する 意識を 高め、生活習慣の改善につなげる ため、生活習慣病※3の

予防等に関する 事業を 実施すると と も に、重複・ 頻回受診者等に対する訪問指導等を

通じ 、医療費の適正化を 図り ます。

　 また、健診、保健指導の受診率の向上を 図る ため、医療機関等と 連携し て、受診勧奨

を 行います。

　 さ ら に、日本年金機構と 連携を 図り ながら 、国民年金第１ 号被保険者※4の資格に関

する 届出等の適正な処理や相談業務、制度周知等を 実施し 、市民の年金受給権の確保

に努めます。

医療保険制度と 国民年金制度の円滑な推進2.

※3   生活習慣病  ／  特に食生活、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの習慣が、発病や病気の進行に深く 関与し ている病気。脳

卒中、 がん、心臓病、糖尿病、高血圧、高脂血症などがある。

※4   国民年金第１ 号被保険者  ／   日本国内に住む2 0 歳以上6 0 歳未満の自営業者、農業・ 漁業者、学生及び無職の方と そ

の配偶者の方。（ 厚生年金保険や共済組合等に加入し ておら ず、第３ 号被保険者でない方。）

施策の目標達成のための基本事業
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政策３ 　 やさ し さ 　 誰も が支えあいな がら 生き 生きと 暮ら せるまち づく り

▶

▶

▶

就労意欲や地域の一員としての自覚を持ち、積極的に地域活動に参加しましょう。

医療保険制度や国民年金制度、介護保険制度の趣旨を 理解し 、適正な利

用や保険料（ 税）の納付に努めましょ う 。

各種健診を 活用し 、自ら 健康の維持、増進に努めまし ょ う 。

▶ 退職者等への医療保険制度や国民年金制度の周知に努めましょ う 。

市民

事業者

特定健診・ 長寿健診の普及啓発

各種手帳（ 年金手帳、障害者手帳）


